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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

４．2010年３月期の連結財務諸表の作成にあたり、在外連結子会社43社については、連結決算日現在で実施した

仮決算(15ヶ月)に基づく財務諸表を使用しております。また、在外連結子会社47社については、決算日を12

月31日から３月31日に変更しており、15ヶ月決算となっております。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第76期

第２四半期 
連結累計期間 

第76期
第２四半期 
連結会計期間 

第75期 

会計期間 
自2010年４月１日
至2010年９月30日 

自2010年７月１日
至2010年９月30日 

自2009年４月１日 
至2010年３月31日 

売上高（百万円）  280,431  135,125  556,439

経常利益（百万円）  23,964  9,030  16,572

四半期（当期）純利益（百万円）  16,264  5,694  3,828

純資産額（百万円） －  392,667  399,866

総資産額（百万円） －  674,276  689,593

１株当たり純資産額（円） －  320,378  326,352

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 13,564  4,749  3,192

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ －  －

自己資本比率（％） － .0 57  56.7

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 32,076 －  68,431

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △15,579 －  △32,636

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △11,010 －  △21,795

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ 91,973 90,429 

従業員数（人） －  37,771  37,597
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔〕内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。 

２．臨時従業員数には、パートタイマー、契約社員等を含んでおります。  

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数であります。 

  

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  2010年９月30日現在

従業員数（人） 37,771 〔 〕 6,986

  2010年９月30日現在

従業員数（人） 3,357   
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(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  （注）１．上記の金額は、販売価格で表示しております。 

        ２．その他は、そのほとんどがグループ内への販売のため記載を省略しております。 

  

(2）受注実績 

 当第２四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額は、販売価格で表示しております。 

２．その他は、そのほとんどがグループ内への販売のため記載を省略しております。 

  

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額は、消費税等抜きで表示しております。 

    ２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 2010年７月１日 

  至 2010年９月30日）  
前年同四半期比（％） 

ファスニング（百万円）  51,606  －

建材（百万円）  55,216  －

セグメントの名称 
受注高

（百万円） 
前年同四半期比

（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同四半期比
（％） 

ファスニング  50,104  －  11,529  －

建材  77,825  －  96,091  －

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 2010年７月１日 

    至 2010年９月30日）  
前年同四半期比（％） 

ファスニング（百万円）  54,794  －

建材（百万円）  79,084  －

その他 （百万円）  1,246  －

合計（百万円）  135,125  －
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 当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1）経営成績の分析 

 当第２四半期連結会計期間における世界経済は、欧州の財政危機に沈静化の兆しが広がったこと、加えて中国な

どアジア新興国における経済成長の影響により、世界全体の経済状況に回復の兆しが伺えました。先進諸国を中心

に政策対応が出揃ったことから、金融不安は縮小されつつあるものの、未だに各国の財政再建や景気の行方に対す

る不安要因を残すところとなりました。 

 一方、日本においては、海外経済の改善や各種の政策効果などを背景に、緩やかな景気回復の兆候が個人消費に

もみられ、また住宅投資に対する下げ止まりも伺えました。しかしながら、円高状況の継続やデフレ環境の影響な

ど、景気の先行きに対する不透明感は依然として継続しております。 

 このような環境のもと、当社グループでは、収益構造の改善に向けた取り組みを進めてまいりました。 

 ファスニング事業については、欧米の消費国における小売市況が回復傾向にあり、またアパレル在庫補充が一部

継続したことにより売上が順調に推移しました。また、2009年度に進めた固定費削減による損益分岐点の引き下げ

効果が継続しており、利益面でも堅調に推移いたしました。 

 建材事業については、新設住宅着工戸数、非木造着工床面積ともに底打ち感が出ており、加えて前期より引き続

き、住宅エコポイント制度による需要喚起があったことにより売上が順調に推移しました。 

 その結果、当社グループの第２四半期連結会計期間の経営成績に関しては、売上高は、135,125百万円となりま

した。また営業利益につきましては、9,324百万円となりました。 

  

セグメントの状況は、以下のとおりです。 

  

（ファスニング） 

 当第２四半期連結会計期間のファスニング事業は、前期から引き続き欧米の個人消費の回復とアパレル在庫補充

が一部継続し、アジア地域の加工輸出が伸びを維持したうえ2011年春夏のオーダーの前倒があり、また中国・イン

ド等の内需も堅調に推移いたしました。アジア地域を中心とした急激な受注増に対して、グローバルでの供給体制

で対応し、結果として売上高（セグメント間の内部売上を含む）は、54,932百万円となりました。利益面では原材

料高の影響があったものの、売上増加と固定費削減を中心としたコスト削減の効果により、営業利益で9,033百万

円となりました。 

（建材） 

  当第２四半期連結会計期間の建材事業は、日本国内の新設住宅着工戸数の回復基調が続く中、売上高（セグメン

ト間の内部売上を含む）は79,104百万円となりました。一方営業利益は売上ボリュームの増加による固定費の回収

や生産性の向上、構造改革に取り組んだことで製造コスト、販売管理費を削減し、また、海外も堅調に推移した結

果、1,941百万円となりました。 

（その他） 

 国内不動産事業において販売用不動産の売却が低迷し、アルミ製錬事業においては販売量の減少が影響したこと

等により、当第２四半期連結会計期間におけるその他事業の売上高（セグメント間の内部売上を含む）は10,219百

万円、営業損失は775百万円となりました。 

    

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）財政状態の分析 

 当第２四半期連結会計期間末の資産につきましては、受取手形及び売掛金が増加する一方、有形固定資産の減

少、並びに投資有価証券の減少等により、資産残高は前連結会計年度末に比べ15,317百万円減少の674,276百万円

となりました。  

 負債の残高は、支払手形及び買掛金の減少、及び社債の償還などにより、前連結会計年度末に比べ8,118百万円

減少の281,608百万円となりました。 

 純資産の残高は、四半期純利益により利益剰余金が増加するものの、評価・換算差額等の減少などにより、前連

結会計年度末に比べ7,199百万円減少の392,667百万円となりました。 

  

(3）キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは17,419百万円の収入となりました。こ

れは、主に税金等調整前四半期純利益9,013百万円や減価償却費9,348百万円による資金の収入によるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは14,064百万円の支出となりました。こ

れは、主に有形固定資産取得による支出8,709百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは1,302百万円の支出となりました。こ

れは、主に短期借入金の減少による支出1,131百万円によるものであります。   

 以上により、現金及び現金同等物の当第２四半期末残高は、前連結会計期間末に比べ1,132百万円増加の91,973百

万円となりました。 

   

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）の事業上及び財務上の対処すべ

き課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5）研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は5,243百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）の研究開発活動の状況に

重要な変更はありません。  
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中だった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。 

 また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  4,260,000

計  4,260,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（2010年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（2010年11月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  1,199,240.05  1,199,240.05
非上場 

非登録 

 単元株制度を採用

しておりません。 

計  1,199,240.05  1,199,240.05 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

2010年７月１日～
2010年９月30日 

 －  1,199,240.05 －  11,992  －  35,261
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（６）【大株主の状況】

  2010年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 ＹＫＫ恒友会（従業員持株会）  東京都千代田区神田和泉町１  179,920.00  15.00

 ㈲吉田興産  富山県黒部市吉田200  173,565.30  14.47

 吉田忠裕  神奈川県藤沢市  65,941.85  5.49

 吉田政裕  東京都渋谷区  60,136.90  5.01

 ㈱みずほコーポレート銀行  東京都千代田区丸の内１－３－３  59,248.00  4.94

 ㈱北陸銀行  富山県富山市堤町通り１－２－26  36,291.00  3.02

 明治安田生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内２－１－１  32,000.00  2.66

 WYE-YOSHI CORPORATION 
 カナダ国ケベック州セネビル       

 サンセット通り 
 23,212.70  1.93

 吉川美知子  大阪府豊中市  20,107.90  1.67

 吉田直人  東京都台東区  10,881.80  0.90

計 －  661,305.45  55.14
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①【発行済株式】 

   

②【自己株式等】 

  

 当社は非上場であるため、該当事項はありません。 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

    役職の異動 

  

（７）【議決権の状況】

  2010年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式        169
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式       1,195,935               1,195,935 － 

端株 普通株式        3,136.05 － － 

発行済株式総数            1,199,240.05 － － 

総株主の議決権 －               1,195,935 － 

  2010年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 

ＹＫＫ㈱  

東京都千代田区 

神田和泉町１番地 
 169 －  169  0.0

計 －  169 －  169  0.0

２【株価の推移】

３【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名  氏名  異動年月日 

取締役 副社長  

ファスニング事業本部長 

(兼)ファスニング事業本部 

事業企画センター所長  

取締役 副社長  

ファスニング事業本部長 
猿丸 雅之  2010年11月１日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（2010年７月１日から

2010年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（2010年４月１日から2010年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(2010年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(2010年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 86,824 83,955

受取手形及び売掛金 131,660 126,077

有価証券 13,412 13,480

たな卸資産 ※2  91,902 ※2  96,963

繰延税金資産 2,576 2,504

その他 12,720 13,872

貸倒引当金 △3,173 △3,238

流動資産合計 335,923 333,614

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 333,458 341,927

減価償却累計額 △224,252 △225,927

建物及び構築物（純額） 109,206 115,999

機械装置及び運搬具 427,407 444,388

減価償却累計額 △349,928 △358,118

機械装置及び運搬具（純額） 77,478 86,270

土地 63,483 62,102

建設仮勘定 4,107 3,484

その他 72,081 73,489

減価償却累計額 △62,090 △62,839

その他（純額） 9,990 10,650

有形固定資産合計 264,265 278,506

無形固定資産 11,606 11,988

投資その他の資産   

投資有価証券 14,178 15,733

繰延税金資産 6,882 6,908

その他 45,168 46,585

貸倒引当金 △3,749 △3,742

投資その他の資産合計 62,480 65,483

固定資産合計 338,352 355,978

資産合計 674,276 689,593
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(2010年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(2010年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 49,838 53,177

短期借入金 8,463 7,052

1年内償還予定の社債 － 10,000

未払法人税等 5,066 3,363

繰延税金負債 195 270

賞与引当金 10,881 8,247

従業員預り金 30,415 31,140

その他 27,902 25,934

流動負債合計 132,764 139,186

固定負債   

社債 19,995 19,995

長期借入金 1,146 2,170

繰延税金負債 2,417 2,752

退職給付引当金 89,656 89,839

役員退職慰労引当金 1,107 1,224

競争法等関連費用引当金 24,614 24,729

その他 9,905 9,828

固定負債合計 148,844 150,540

負債合計 281,608 289,726

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,992 11,992

資本剰余金 34,938 34,938

利益剰余金 401,204 387,098

自己株式 △6 △6

株主資本合計 448,128 434,023

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 393 1,523

繰延ヘッジ損益 △390 27

為替換算調整勘定 △63,974 △44,250

評価・換算差額等合計 △63,971 △42,699

少数株主持分 8,511 8,543

純資産合計 392,667 399,866

負債純資産合計 674,276 689,593
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 2010年４月１日 
 至 2010年９月30日) 

売上高 280,431

売上原価 181,059

売上総利益 99,372

販売費及び一般管理費 ※1  74,321

営業利益 25,051

営業外収益  

受取利息 513

受取配当金 256

雑収入 1,108

営業外収益合計 1,877

営業外費用  

支払利息 514

為替差損 1,196

雑損失 1,254

営業外費用合計 2,965

経常利益 23,964

特別利益  

貸倒引当金戻入額 48

固定資産売却益 158

競争法等関連費用引当金戻入額 115

その他 175

特別利益合計 497

特別損失  

固定資産売却損 71

固定資産除却損 289

その他 249

特別損失合計 611

税金等調整前四半期純利益 23,850

法人税等 ※2  6,888

少数株主損益調整前四半期純利益 16,961

少数株主利益 697

四半期純利益 16,264
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 2010年７月１日 
 至 2010年９月30日) 

売上高 135,125

売上原価 88,809

売上総利益 46,315

販売費及び一般管理費 ※1  36,991

営業利益 9,324

営業外収益  

受取利息 267

受取配当金 12

雑収入 657

営業外収益合計 936

営業外費用  

支払利息 244

為替差損 366

雑損失 620

営業外費用合計 1,231

経常利益 9,030

特別利益  

貸倒引当金戻入額 37

固定資産売却益 70

競争法等関連費用引当金戻入額 0

その他 97

特別利益合計 204

特別損失  

固定資産売却損 17

固定資産除却損 143

その他 60

特別損失合計 221

税金等調整前四半期純利益 9,013

法人税等 ※2  3,088

少数株主損益調整前四半期純利益 5,924

少数株主利益 229

四半期純利益 5,694
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 2010年４月１日 
 至 2010年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 23,850

減価償却費 18,273

貸倒引当金の増減額（△は減少） 120

退職給付引当金の増減額（△は減少） 64

受取利息及び受取配当金 △769

支払利息 514

持分法による投資損益（△は益） 3

有形固定資産除却損 286

売上債権の増減額（△は増加） △9,212

たな卸資産の増減額（△は増加） 942

仕入債務の増減額（△は減少） △2,562

その他 4,284

小計 35,795

利息及び配当金の受取額 760

利息の支払額 △556

法人税等の支払額 △3,922

営業活動によるキャッシュ・フロー 32,076

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △4,375

定期預金の払戻による収入 3,189

有形固定資産の取得による支出 △13,032

有形固定資産の売却による収入 648

その他 △2,010

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,579

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,312

長期借入れによる収入 52

長期借入金の返済による支出 △43

社債の償還による支出 △10,000

配当金の支払額 △2,156

その他 △175

財務活動によるキャッシュ・フロー △11,010

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,942

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,544

現金及び現金同等物の期首残高 90,429

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  91,973
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    記載すべき重要な該当事項はありません。 

   

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 2010年４月１日 
至 2010年９月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」  

（企業会計基準第18号）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える

影響はありません。   

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 2010年４月１日 

  至 2010年９月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当期見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（2010年９月30日） 

前連結会計年度末 
（2010年３月31日） 

 １ 偶発債務 

   金融機関からの借入に対する保証債務 

 １ 偶発債務 

   金融機関からの借入に対する保証債務 

(被保証先) (金額) 

従業員 百万円164

その他１件  57

(被保証先) (金額) 

従業員 百万円207

その他１件  63

※２ たな卸資産の内訳は、次のとおりです。 ※２ たな卸資産の内訳は、次のとおりです。 

商品及び製品 百万円21,953

原材料及び貯蔵品 30,703百万円

仕掛品 39,246百万円

商品及び製品 百万円24,539

原材料及び貯蔵品 百万円33,679

仕掛品 百万円38,744

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 2010年４月１日 

   至 2010年９月30日） 
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額   

貸倒引当金繰入額 百万円151

従業員給与手当  28,416

賞与引当金繰入額  4,898

退職給付費用  4,570

役員退職慰労引当金繰入額  70

  

※２ 法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。 

  

当第２四半期連結会計期間 
（自 2010年７月１日 

   至 2010年９月30日） 
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額   

貸倒引当金繰入額 百万円73

従業員給与手当  14,252

賞与引当金繰入額  2,316

退職給付費用  2,527

役員退職慰労引当金繰入額  36

  

※２ 法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。 
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当第２四半期連結会計期間末（2010年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 2010年４月１日 至 

2010年９月30日）    

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式  千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式  169.99株 

  

３．配当に関する事項 

 配当金支払額 

   

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 2010年４月１日 
至 2010年９月30日） 

 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との関係 

（2010年9月30日現在）

  

現金及び預金勘定 百万円86,824

有価証券  13,412

計          100,237

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金他 
         △8,263

現金及び現金同等物            91,973

  

（株主資本等関係）

1,199

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

 １株当たり 

 配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 

 2010年６月29日 

 定時株主総会  
普通株式     2,158     1,800 2010年３月31日 2010年６月30日 利益剰余金 
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１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。当社グループは、取扱う製品について、各事業本部が国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活

動を展開しております。 

  

 したがって、当社グループは事業本部を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「ファスニ

ング」事業及び「建材」事業の２つを報告セグメントとしております。「ファスニング」事業は各種ファス

ナー、ファスナー用部品、ファスナー材料、スナップ・ファスナー、ボタン等を製造・販売しており、「建

材」事業は住宅用窓・サッシ、ビル用窓・サッシ、室内建具、エクステリア、形材製品、建材用部品を製

造・販売しております。  

  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

  当第２四半期連結累計期間（自 2010年４月１日 至 2010年９月30日） 

 (単位：百万円)

  

（注）１.「その他」には、ファスニング加工用機械・建材加工用機械・金型及び機械部品製造・販売、 

     不動産、アルミ製錬等の事業活動を含んでおります。  

      ２.セグメント利益又は損失の調整額 百万円には、セグメント間取引消去 百万円及び 

     配賦不能営業費用 百万円が含まれております。配賦不能営業費用は、当社の管理部門に係

     る費用等であります。 

      ３.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

  

報告セグメント  

  
その他 

(注)１  

調整額 

(注)２ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）３
ファス 

ニング 
 建材 計 

 売上高             

         

  外部顧客への売上高  124,863  152,645  277,508  2,923        ―  280,431

       

  セグメント間の内部     295  36  331  18,570  △18,901         ― 

  売上高又は振替高                              

計  125,159  152,681  277,840  21,493  △18,901  280,431

 セグメント利益又は損失(△)  25,199  3,703  28,902  △818  △3,033  25,051

△3,033 2,589

△5,759
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 当第２四半期連結会計期間（自 2010年７月１日 至 2010年９月30日） 

                                        (単位：百万円) 

  

（注）１.「その他」には、ファスニング加工用機械・建材加工用機械・金型及び機械部品製造・販売、 

     不動産、アルミ製錬等の事業活動を含んでおります。  

      ２.セグメント利益又は損失の調整額 百万円には、セグメント間取引消去 百万円及び 

     配賦不能営業費用 百万円が含まれております。配賦不能営業費用は、当社の管理部門に係

     る費用等であります。 

      ３.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

            

 （追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号）及

び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号）を適用してお

ります。 

  

  

報告セグメント  

  
その他 

(注)１  

調整額 

(注)２ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）３
ファス 

ニング 
 建材 計 

 売上高             

         

  外部顧客への売上高  54,794  79,084  133,878  1,246        ―  135,125

       

  セグメント間の内部     137  20  158  8,972  △9,130         ― 

  売上高又は振替高                              

計  54,932  79,104  134,037  10,219  △9,130  135,125

 セグメント利益又は損失(△)  9,033  1,941  10,974  △775  △873  9,324

△873 1,480

△2,439
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１．１株当たり純資産額 

   

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

  

    該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（2010年９月30日） 

前連結会計年度末 
（2010年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 320,378 １株当たり純資産額            円 326,352

当第２四半期連結累計期間 
（自 2010年４月１日 
至 2010年９月30日） 

 

１株当たり四半期純利益金額        円13,564   

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。  

  

  
当第２四半期連結累計期間
（自 2010年４月１日 
至 2010年９月30日） 

四半期純利益（百万円）  16,264   

普通株主に帰属しない金額（百万円）   -   

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  16,264   

普通株式の期中平均株式数（千株）   1,199   

当第２四半期連結会計期間 
（自 2010年７月１日 
至 2010年９月30日） 

 

１株当たり四半期純利益金額      円4,749   

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。  

  

  
当第２四半期連結会計期間
（自 2010年７月１日 
至 2010年９月30日） 

四半期純利益（百万円）  5,694   

普通株主に帰属しない金額（百万円）   -   

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  5,694   

普通株式の期中平均株式数（千株）   1,199   

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

   

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月12日

ＹＫＫ株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 四月朔日 丈 範 ㊞ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 中 村  雅 一 ㊞ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 阪 中    修 ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＹＫＫ株式会社

の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＹＫＫ株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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